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 １．令和元年度における財政効果額等

 （１）取り組み項目別の財政効果額（普通会計の財政収支見通し算入値に対する効果）

件　数 増収効果額 削減効果額 効果額合計

9 618,334 - 618,334

8 - △ 147,842 △ 147,842

5 - 111,238 111,238

16 - - - 

4 - - - 

7 - 90,010 90,010

5 - - - 

54 618,334 53,406 671,740

◇ 令和元年度 取り組み効果目標額　５８５百万円　→　実績額　約６７２百万円

（目標を約８７百万円上回る）

 （２）財政健全化目標の進捗状況

いくこととしています。

です。

　スーパー改革プラン２０２０に基づいた、令和元年度における財政効果額等については次のとおり

(単位：千円）

２０２０」に基づき、市の全部門の全体最適を考慮しながら、財政健全化や行政経営の効率化、職員

と組織の能力向上などの課題に総力を挙げて取り組み、経営体としての本市の総合力をさらに高めて

（６）定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上

 項　　目　　区　　分

（２）歳出の削減に向けた取り組み

（３）特別会計及び地方公営企業会計の健全化

（４）簡素で効率的な行政運営

（７）市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現

合　　　　　　　　計

（１）歳入の確保に向けた取り組み

　本市では、平成２７年度から令和２年度の６年間を計画期間とした、「鳴門市スーパー改革プラン

（５）行政運営機能の強化

ⅰ）実質収支黒字の維持

・実質収支の黒字を維持する。

ⅱ）次世代負担の軽減

・令和2年度末普通会計地方債残高を17,000百

万円以下に抑制する。

（平成26年度末残高 約17,504百万円 ※臨

時財政対策債を除く）

・将来負担比率を150.7％以下に抑制する。

（平成26年度末 115.3％）

ⅲ）実質公債費比率の抑制

・実質公債費比率を18.0%以下に抑制する。

（平成26年度末 15.6％）

ⅳ）基金残高の確保（普通会計）

・令和2年度末基金残高 約1,700百万円以上

（平成26年度末残高 約3,301百万円）

ⅴ）経常収支比率の抑制

・経常収支比率を97.5％以下に抑制する。

→ 黒字確保

（令和元年度実質収支額 約721百万円）

→ 令和元年度末残高 約16,334百万円

（対前年約370百万円の減少）

※令和元年度計画値17,989百万円を下回る。

→ 令和元年度末 128.1％

（対前年11.6ポイントの増加）

※令和元年度計画値150.1％を下回る。

→ 令和元年度末 14.0％

（対前年０.9ポイントの減少）

※令和元年度計画値17.0％を下回る。

→ 令和元年度末残高 約4,019百万円

（対前年約553百万円の増加）

※令和元年度計画値1,930百万円を上回る。

→ 令和元年度末 96.7％

（対前年0.9ポイントの増加）

※令和元年度計画値97.3％を下回る。

進捗状況目 標
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 ２．職員数について

 （１）職員数の実績と現況

 （２）職員数の推移

　正規常勤職員数（常勤再任用職員含む）については、平成３１年４月現在、全会計では対前年

比２人減の５７４人、普通会計ベースでは対前年比１人減の５０５人となっています。

　また、令和２年４月現在の正規常勤職員数（常勤再任用職員含む）については、全会計では対

前年比８人減の５６６人、普通会計ベースでは対前年比９人減の４９６人となっており、会計年

度任用職員及び再任用職員については、全会計では対前年比５６人減の２７５人、普通会計ベー

スでは55人減の237人となっています。
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３．取り組み項目一覧表

取組

項目

取り組み事項名 掲載ページ

１ 課税客体の的確な把握と市税徴収率の向上 ５Ｐ

２ 適切な滞納整理・滞納処分の実施 ５Ｐ

３ 債権管理体制の強化 ５Ｐ

４ 各種使用料等の収納率の向上 ６Ｐ

５ 受益者負担の見直し ６Ｐ

６ 多様な広告媒体の活用等による収入確保 ６Ｐ

７ ふるさと納税の周知・拡充 ７Ｐ

８ 保有財産の有効活用・売却等の推進 ７Ｐ

９ 再生可能エネルギー発電施設の設置促進 ７Ｐ

１０ 投資的経費の重点化と縮減 ８Ｐ

１１ 公債費の縮減 ８Ｐ

１２ 補助金・負担金の整理合理化等その他の経費の縮減 ８Ｐ

１３ 光熱水費の削減 ９Ｐ

１４ 生活保護の適正実施と自立支援の充実 ９Ｐ

１５ 選挙事務の見直し ９Ｐ

１６ 特別職の給与の減額 １０Ｐ

１７ 管理職の給料及び管理職手当の減額 １０Ｐ

１８ 国民健康保険事業特別会計の健全化 １１Ｐ

１９ 介護保険事業特別会計の健全化 １１Ｐ

２０ 公共下水道事業特別会計の健全化 １１Ｐ

２１ ボートレース鳴門の経営改革 １２Ｐ

２２ 水道事業ビジョンの策定と推進 １２Ｐ

２３ 事務事業の抜本的な見直し １３Ｐ

２４ 渡船運航管理事業のあり方について １３Ｐ

２５ 消防団のあり方について １３Ｐ

２６ 広域行政や共同処理の調査・研究 １４Ｐ

２７ 外部委託の推進と委託業務の見直し等 １４Ｐ

２８ 指定管理者制度の活用と適正な施設管理の確保 １４Ｐ

２９ ごみ処理体制の効率化と民間委託の検討 １５Ｐ

３０ 火葬場運営への民間活力導入 １５Ｐ

３１ 側溝清掃・道路維持補修業務のあり方について １５Ｐ

３２ 公共施設等総合管理計画の策定と推進 １６Ｐ

３３ 連絡所のあり方について １６Ｐ

担当課名　

税務課

税務課

財政課・関係各課

関係各課

財政課・関係各課

財政課・関係各課

戦略企画課

総務課・契約検査室・関係各課

環境政策課

財政課・総務課・契約検査室

財政課

財政課

環境政策課・総務課

社会福祉課

選挙管理委員会事務局

人事課

人事課

保険課・健康増進課

長寿介護課・保険課

下水道課

ボートレース企画課・ボートレース事業課

水道企画課・水道事業課・浄水場

人事課

土木課

消防総務課

戦略企画課・関係各課

人事課・契約検査室

財政課・関係各課

クリーンセンター廃棄物対策課

クリーンセンター管理課

土木課

総務課・土木課・関係各課

市民課
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取組

項目

取り組み事項名 掲載ページ

３４ 市営住宅のあり方について １６Ｐ

３５ 隣保館のあり方について １７Ｐ

３６ 就学前教育・保育のあり方について １７Ｐ

３７ 鳴門の学校づくり計画の推進について １７Ｐ

３８ 学校給食の運営のあり方について １８Ｐ

３９ マネジメント機能の強化 １９Ｐ

４０ 情報化を活用した業務効率化の推進 １９Ｐ

４１ 統一的な基準による地方公会計制度への対応 １９Ｐ

４２ 行政評価の充実 ２０Ｐ

４３ 職員数の削減 ２１Ｐ

４４ 臨時・嘱託・再任用職員等の活用と総数の抑制 ２１Ｐ

４５ 人を育てる人事制度の推進と職員の能力向上 ２１Ｐ

４６ 簡素で機能的な組織・機構づくり ２２Ｐ

４７ 勤務実績の給与への反映 ２２Ｐ

４８ 時間外勤務の縮減 ２２Ｐ

４９ 行政委員報酬の適正化について ２３Ｐ

５０ 市民との協働事業やボランティア活動の推進 ２４Ｐ

５１ 協働の担い手の育成・支援 ２４Ｐ

５２ 広報広聴活動のさらなる充実 ２４Ｐ

５３ 市公式ウェブサイトの充実 ２５Ｐ

５４ 窓口サービスの充実 ２５Ｐ

担当課名　

まちづくり課

人権推進課

幼保連携推進室・学校教育課

学校教育課

教育総務課

戦略企画課・秘書広報課

情報化推進室・総務課・人事課・関係各課

財政課

戦略企画課

人事課

人事課

人事課

人事課

情報化推進室

人事課・市民課・関係各課

人事課

人事課

人事課・関係各課

市民協働推進課・関係各課

市民協働推進課・関係各課

秘書広報課
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４．具体的取り組み項目（令和元年度実績・令和２年度計画）

１ 歳入の確保に向けた取り組み

事項№ 成　果　等

（１）市税収入の確保と徴収率の向上

担当 税務課

担当 税務課

担当 財政課・関係各課

　債権管理の全体的方針を示す「鳴門市債権管

理要綱」と同逐条解説（全体マニュアル）に基

づき、債権管理の適正化に努めた。

債権管理の適正化を

推進

　引き続き、債権管理の全体的方針を示す「鳴

門市債権管理要綱」と同逐条解説（全体マニュ

アル）に基づき、債権管理の適正化を図る。

③ ３　債権管理体制の強化

　口座振替加入啓発などの取り組みを推進する

とともに、新規滞納者の抑制に向け、特に現年

の収入未済額の縮減に取り組んだ。

　また、未課税家屋について、約400棟の調査

を行い、53棟の課税を行った。

○徴収率　全体 96.0％（前年度0.6ポイント減）

　　　　　現年 99.0％、滞繰 21.4％

○口座振替加入率　32.6％

　（前年度　0.6ポイント増加　）

財政効果額

403,029千円

（計画策定時の徴収

率から、徴収率増減

分の効果額）

　滞納繰越分の徴収については、滞納処分をす

る財産がある者はこれに努めること、高額・悪

質案件に対しては、徳島滞納整理機構と連携し

た収入未済額の回収を図ること、また、一方

で、滞納処分をする財産がないなど一定の条件

下にある者については、必要に応じ滞納処分の

執行停止を行うことなど、徴収率の向上及び早

期完納に向けた取り組みを着実に実行する。

　未課税家屋についても、引き続き調査を進め

る。

①

１　課税客体の的確な把握と市税徴収率

　　の向上

　滞納者の所在及び財産に関する調査の強化を

行うとともに、担税能力があると判断された者

に対し、滞納処分の実施により収入未済額の早

期回収を図る。

　また、高額・悪質な案件に対しては、徳島滞

納整理機構と連携を図り、早期完納に向けた取

り組みを進めた。

○累積滞納額　270,894千円

382,682千円の減

（累積滞納額 対平成

26年度比較）

　翌年度繰越額を縮減すべく、現年度の収入未済額

について、当年度内で完納となる取組みを進める。

その場合、滞納者の財産調査を行ったうえで担税力

があると認められる者への催告、なお、納付の求め

等に応じない者への滞納処分実施などにより早期の

完納を目指す。

　また、滞納繰越分については、財産を有しなが

ら、納付の求め等に応じない者へ滞納処分を実施、

高額案件等についても徳島滞納整理機構と連携を

図った対応を行い、整理に努める。一方で徴収可否

の見極めを行う必要がある者は、一定の要件を満た

す場合に限り、滞納処分の執行停止を行う。

② ２　適切な滞納整理・滞納処分の実施

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（２）収納率等の向上と受益者負担等の適正化

担当 関係各課

担当 財政課・関係各課

（３）多様な財源確保の推進

担当 財政課・関係各課

　

　行政改革推進本部会において、受益者負担の

適正化や負担の公平性確保の観点による、受益

者負担の見直しに向けた検討を進めた。

　また、体育施設を開放している市内小中学校

の施設利用状況をもとに、学校や利用団体と意

見交換を行うなど、協議会の設立や地域の実情

に応じた利用時のルール作成について検討を進

めた。また受益者負担の導入等についても調

査・検討を行った。

行政改革推進本部会

での議論

協議会設立や地域の

実情に応じたルール

作成、受益者負担の

導入等について調

査・検討の実施

　引き続き、体育施設を開放している市内小中

学校の地域の実情を調査し、各地域に応じた協

議会の設立やルールの作成、受益者負担の導入

等について検討していく。また、円滑な管理・

運営ができるよう関係団体と協議を重ね、さま

ざまな意見や要望を集約し、学校と利用団体の

双方にとって負担の少ない仕組みの実現を目指

す。

② ５　受益者負担の見直し

　「鳴門市広告事業に係る取り組み方針」に基

づき、新たな収入確保に向けた広告事業のさら

なる推進に向け検討を行った。

「鳴門市広告事業に

係る取り組み方針」

に基づき、新たな広

告事業の導入可能性

を検討

　引き続き、「鳴門市広告事業に係る取り組み

方針」に基づき、新たな収入確保に向けた広告

事業のさらなる推進に向け検討を行う。

①

６　多様な広告媒体の活用等による収入

　　確保

　計　画　内　容

　市営住宅使用料や保育所・幼稚園利用者負担

額（保育料）、住宅新築資金等貸付金の収納率

向上に向け、文書や電話、訪問による催告を実

施するとともに、滞納者の生活状況やそれぞれ

のケースに即した納付相談など、きめ細やかな

対応に努めた。

財政効果額

▲5,987千円

（計画策定時の収納

率から、収納率増減

分の効果額）

　引き続き、滞納発生時には、早い段階から催

告を行うとともに、納付相談を実施するなど、

きめ細かな対応に努める。

　また、高額・悪質なケースに対しては、訴訟

も含めた法的な対応も辞さない態度で滞納整理

を進めていくことにより、収納率の向上を図

る。

① ４　各種使用料等の収納率の向上

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

（３）多様な財源確保の推進

担当 戦略企画課

担当 総務課・契約検査室・関係各課

担当 環境政策課

　市有地の屋根貸し、土地貸しを継続するとと

もに、太陽光発電施設のある第一中学校校舎

（第1～3期工事）が完成した。

太陽光発電施設のあ

る第一中学校（第1～

3期工事）の完成

　市公共施設や市遊休地を活用した屋根貸し、

土地貸しによる太陽光発電施設等の設置を継続

するとともに、新たな再生可能エネルギーの導

入施策について検討する。

④

９　再生可能エネルギー発電施設の

　　設置促進

　記念品の拡充により、鳴門の地場産品PRの

推進を図り、継続した「なるとファン」づくり

を行うとともに、ふるさと納税新制度を注視し

つつ、効果的なＰＲを積極的に行い、新規寄附

者の獲得に努めた。

　また、寄附者の鳴門を応援したいという思い

に迅速に応えていくため、寄附金の事業化を進

めるとともに、寄附金活用報告を前年度の寄附

者に個別に行うことで、リピーターの確保に努

めた。

ふるさと納税寄附金

令和元年度実績額

406,690千円

財政効果額

215,086千円

（実績と収支見通し

算入額及び事業に要

した経費との差額）

　前年度の取り組みを継続実施するほか、諸般

の情勢を勘案しながら、ふるさと納税寄附金の

拡充に向けて検討を進める。

② ７　ふるさと納税の周知・拡充

　市の保有財産や不用物品などについて、売却

や貸付を推進し、歳入の確保を図った。

　不要物品の売却について、１度目の出品で落

札されなかった物品について、２回目以降は予

定価格を下げるなど、再度オークションにかけ

売却に向けて取り組んだ。

土地売却額

　2,507千円

土地貸付額

　22,127千円

物品売却額

  3,572千円

財政効果額

6,206千円

（実績と収支見通し

算入額との差額）

　引き続き、市の保有財産や不用物品の売却や

貸付を推進し、歳入の確保を図る。

　また、前年度売却できなかった物品を見直

し、ＰＲ方法等の工夫を行いながら、各課にあ

る不用品の情報収集を継続するとともに、新た

な保有財産の売却方法について検討を行う。

③ ８　保有財産の有効活用・売却等の推進

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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２ 歳出の削減に向けた取り組み

事項№ 成　果　等

（１）歳出の重点化と縮減

担当 財政課・総務課・契約検査室

担当 財政課

担当 財政課

　有利な地方債の活用や低利の地方債への借り

換えを積極的に行い、公債費の縮減に努めた。

令和元年度公債費

（臨時財政対策債除

く）

2,010百万円

（対前年度比199百

万円の減）

　引き続き、公債費の縮減に取り組み、財政指

標を健全な水準に維持できるよう努める。

② １１　公債費の縮減

　補助金の整理・縮減を図るため、見直しの視

点に該当する補助金について、取り組みの可能

なものについて、令和２年度当初予算編成時に

整理・縮減等を図った。

財政効果額

24,092千円

（普通会計の一般財

源ベースでの実績と

対平成26年度比較）

　引き続き、補助金の整理・縮減を図るため、

見直しの視点に該当する補助金について、取り

組みの可能なものについては、令和３年度当初

予算編成時に整理・縮減等を検討する。

③

１２　補助金、負担金の整理合理化等

　　　その他の経費の縮減

　計　画　内　容

　個別施設計画の策定作業を進めるため、将来

費用の試算に必要となる各公共施設の現状把握

に向けた点検を実施した。

　また、市内Ｂランク以上が対象となる工事

で、競争性が確保されると見込まれる工事につ

いては、制限付一般競争入札で執行した。

財政効果額

▲245,052千円

（普通会計の一般財

源ベースでの実績と

収支見通し算入額と

の差額）

　これまで同様、予算編成過程等を通じて、投

資的経費の重点化と縮減に取り組むとともに、

個別施設計画の策定作業を進めるため、点検結

果を踏まえた将来費用の算定を行うとともに、

施設総量の最適化に向けた施設の集約・廃止等

についても検討を行う。

　また、引き続き、市内業者Ｂランク以上が対

象となる工事で、競争性が確保されると見込ま

れる工事については、原則として制限付一般競

争入札で執行する。

① １０　投資的経費の重点化と縮減

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

担当 環境政策課・総務課

担当 社会福祉課

担当 選挙管理委員会事務局

　平成31年4月執行の知事･県議会議員選挙、

7月執行の参議院選挙を適正かつ円滑に執行す

るとともに、経費の削減に努めた。

投票事務従事者21人

減

投票所立会人4人減

（前回の知事・県議

会議員選挙及び参議

院選挙との比較）

　投開票事務経費の節減を進めるとともに、有

権者の利便性向上、投票機会の確保を図るた

め、期日前投票所や共通投票所などの設置につ

いては、引き続き検討していく。

　併せて、良好な投票環境の確保や利便性の向

上に配慮しながら、投票区及び投票所数の見直

しも調査･研究をしていく。

⑥ １５　選挙事務の見直し

　デマンド監視装置活用により電気使用量抑制

を図るとともに、照明のLED化をはじめとした

節電対策を継続し光熱水費の削減を図った。

　また、第４次鳴門市地球温暖化対策実行計画

に基づき、電気使用量の抑制や廃棄物焼却量の

削減等に取り組むとともに、省エネルギー対策

の徹底を図るため、各所属よりエコ推進員を選

出し、クールビズ等に関する取り組みを促進し

た。

電気使用量

約427千kWhの減少

（対前年度比2.1％

減）

財政効果額

▲14,086千円

（実績と収支見通し

算入額との差額）

　省エネルギー対策の徹底を図るため、エコ推

進員を通じた積極的な取り組みを進めるととも

に、第４次鳴門市地球温暖化対策実行計画に基

づき、電気使用量の抑制や廃棄物焼却量の削減

に取り組む。

　また、デマンド監視装置により、ピーク時の

電気使用量を抑制する取り組みや、クールビズ

の早期実施を継続して行う。

④ １３　光熱水費の削減

　鳴門市生活自立相談支援センター「よりそい」につい

て、令和元年度は185件の新規相談があり、内30件に

ついてプランの作成を行った。就労者数は25名である。

　レセプト点検の充実により他法他施策の活用や頻回受

診、重複調剤の防止に努めた。また、「被保護者健康管

理支援事業」の実施に向けて、レセプトシステムの改修

を行った。

　被保護者就労支援事業について、令和元年度は32名が

参加し、10名が就労を開始した。その内の4名は保護か

ら自立した。

　子どもの学習支援事業について、29名が参加申し込み

を行い、その内中学3年生10名全員が無事志望校に合格

することができた。

被保護者就労支援事

業及び「よりそい」

での就労支援による

35名の就労開始

財政効果額

84,286千円

（実績と収支見通し

算入額との差額）

　生活困窮者自立支援法に基づき、鳴門市生活自立相談支

援センター「よりそい」において、生活保護に陥る前の段

階での自立支援を継続していく。また、今年度より「就労

準備支援事業」、「家計改善支援事業」を新たに実施し、

一体的な支援を行っていく。

　レセプト点検の充実により他法他施策活用の徹底や頻回

受診、重複調剤の防止等を行い、医療扶助の適正運営を進

めていく。

　被保護者就労支援事業として、事業委託先の徳島県労働

者福祉協議会やハローワークと連携しながら、被保護者

個々のケースに対応した就労支援を引き続き行う。

　子どもの学習支援事業について、関係部署の協力を得な

がら、更なる参加人数の増加に努めていくと同時に、事業

内容の見直しについて適宜行う。

⑤

１４　生活保護の適正実施と自立支援

　　　の充実

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（２）給与等の臨時的減額措置

担当 人事課

担当 人事課

　職務や職責に応じて定められている本来の給

与を支払う給与体系に改めるため、平成29年

度をもって、減額措置を廃止している。

②

１７　管理職の給料及び管理職手当

　　　の減額

　計　画　内　容

　引き続き、市長１０％、副市長７％、教育

長・企業局長・政策監４％の給料月額・期末手

当の減額措置を実施した。

財政効果額

2,918千円の削減

（普通会計ベースで

の減額分）

　引き続き、市長１０％、副市長７％、教育

長・企業局長・政策監４％の給料月額・期末手

当の減額措置を実施する。

　また、人事院勧告等、国の状況や他の自治体

の動向を見極めながら、現在の給料月額・期末

手当が適正であるかどうか調査・検討を行う。

① １６　特別職の給与の減額

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



３ 特別会計及び地方公営企業会計の健全化

事項№ 成　果　等

（１）特別会計の健全化

担当 保険課・健康増進課

担当 長寿介護課・保険課

担当 下水道課

　戸別訪問、グループ申請制度による下水道加

入率向上に向けた取り組みや、受益者負担金の

適正な収納に努めた。

　また、令和２年４月から地方公営企業法が適

用されるため、新たに会計システムを導入し、

鳴門市下水道課管理の固定資産の整理や条例・

規則等の改正をし、適切な業務を実施した。

下水道加入率

41.1％

（対前年2.2ポイント

増）

財政効果額

32,792千円

（実績と収支見通し

算入額との差額）

　引き続き、下水道加入率の向上、下水道使用

料及び受益者負担金の適正な収納に努める。

　また、令和２年４月から、地方公営企業法を

一部適用するが、その適正な運用に努める。

③ ２０　公共下水道事業特別会計の健全化

　コールセンター方式による受診勧奨においては、ナッ

ジ理論を活用する等、対象者の特性に合わせた受診勧奨

通知を送付したほか、電話勧奨を行うオペレーターに保

健師等専門職を採用し、健康相談の要素を兼ねたきめ細

やかな受診勧奨を早期から行うことで、受診意欲の高揚

につながるように努めるとともに、特定健診受診者に対

する保健指導として、保健師・管理栄養士による訪問指

導を実施した。また、鳴門市医師会とみなし健診の開始

に向け、協議を実施した。

　また、催告及び訪問徴収等により滞納者との接触機会

の確保に努め、納付勧奨に繋げるとともに、口座振替郵

送用依頼書による口座振替への加入を促進した。

特定健診受診率

32.1%

（対前年0.4ポイント増）

国民健康保険料収納率

88.8％

（対前年0.5ポイント増）

財政効果額

▲18.353千円

（実績と収支見通し算入

額との差額）

　コールセンター方式による電話勧奨について、これま

での実施結果を有効活用し、より効果的な早期実施や、

鳴門市医師会と受診率向上に向けたみなし健診を実施す

る。

　また、特定健診受診者に対する重症化予防対策を強化

するため、保健師、看護師、管理栄養士が積極的に保健

指導を行い、糖尿病連携手帳や血圧管理手帳等を利用し

てかかりつけ医との連携を図るとともに、県が主催する

「とくしま健康ポイントプロジェクト」事業へ参加す

る。

　また、保険料納付コールセンターによる納付勧奨を開

始するとともに、引き続き文書等による催告、口座振替

の加入促進に取り組むなど収納率の向上に努める。

①

１８　国民健康保険事業特別会計の

　　　健全化

　介護予防事業の取り組みについては、理学療法士及び作

業療法士をはじめとする専門職との連携により、各いきい

きサロン等への指導を継続するとともに、サロンでの指導

補助を行う「中級リーダー」の養成、各事業所等に対する

自立支援・重度化防止に向けた研修を実施した。

　また、各専門職間での連携強化を図る取り組みを進める

とともに、地域の医療や介護資源を示した「地域資源マッ

プ」の更新を行い、全戸に配布した。

　介護給付適正化については、不適正な介護報酬算定が起

こりやすい事項について、重点的に取り組みを進めた。

　また、催告及び訪問徴収等により滞納者との接触機会の

確保に努め、納付勧奨に繋げるとともに、口座振替郵送用

依頼書による口座振替への加入を促進した。

要介護認定率

18.8％

（対前年0.2ポイント減）

介護保険料収納率

97.5％

（対前年0.1ポイント増）

財政効果額

96,799千円

（実績と収支見通し算入

額との差額）

　いきいきサロンの活動については、フレイルに関する

アンケート調査の実施などにより現状把握に努めなが

ら、理学療法士及び作業療法士による指導を継続すると

ともに、指導の補助を行う「中級リーダー」の養成及び

いきいき先生のメニューの増加等によりサロン活動の充

実を目指す。

　また、在宅生活に必要な介護保険制度以外のサービス

情報を取りまとめ、介護関係者等への周知を図る。

　また、保険料納付コールセンターによる納付勧奨を開

始するとともに、引き続き文書等による催告、口座振替

の加入促進に取り組むなど収納率の向上に努める。

② １９　介護保険事業特別会計の健全化

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（２）公営企業会計の経営健全化

担当 ボートレース企画課・ボートレース事業課

担当 水道企画課・水道事業課・浄水場

　鳴門市・北島町共同浄水場基本計画を８月に

策定し、ＤＢ方式での発注に向けて事業実施方

針や要求水準書案の作成を進めた。

　鉛製給水管取替事業を完了した。

　事業の早期完成を目的として、妙見山送水管

整備事業をＤＢ方式で発注するなど、送配水施

設耐震化計画に基づく管路の耐震化を推進し

た。

「鳴門市・北島町共

同浄水場基本計画」

の策定

純利益281,349千円

　鳴門市・北島町共同浄水場整備事業の推進や

送配水施設耐震化計画に基づく事業の推進、ビ

ジョンの中間報告と経営戦略の中間見直しな

ど、鳴門市水道事業ビジョンに記載した取り組

みを着実に推進する。

② ２２　水道事業ビジョンの策定と推進

　計　画　内　容

　経営戦略アクションプランの着実な実行によ

る健全な経営に努め、サマータイムレース（上

半期）やモーニングレース（下半期）、GⅡレ

ディースオールスターの開催を実施するととも

に、既存顧客や新規顧客開拓に向けたファン

サービスを実施した。

　また、特別観覧施設ROKUやなるちゃんホー

ル等地域開放型施設、プレイパークの運用を行

うとともに、ウズホールや外向発売所の整備、

まちづくりエリア（あらたえの湯）との連携を

行った。

純利益3,608,069千

円

　経営戦略アクションプランの着実な実行によ

る健全な経営に努めるため、サマータイム（薄

暮）レースやモーニングレースの開催、SG

オーシャンカップの開催を行うとともに、新型

コロナウイルス感染症に配慮した既存顧客向け

及び新規顧客開拓に向けたファンサービスを実

施する。

　また、特別観覧施設ROKU・なるちゃんホー

ル・ウズホール等地域開放型施設やプレイパー

クの運用を適切に行うとともに、まちづくりエ

リア（あらたえの湯）との連携や指定席棟（ブ

ランシェ）のオープン、ＳＧ等ビッグレースの

誘致を行う。

① ２１　ボートレース鳴門の経営改革

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



４ 簡素で効率的な行政運営

事項№ 成　果　等

（１）事務事業の見直し

担当 人事課

担当 土木課

担当 消防総務課

　斎田分団・南浜分団の再編協議を行うととも

に、池高分団・松村分団の再編についても、両

分団長及び地区副団長への状況の聞き取りを

行った。

　また、矢倉分団、徳長・長江分団詰所の新築

工事は予定通り完了し、備前島分団の耐震改修

設計、折野分団詰所の新築設計等についても予

定通り完了した。

矢倉分団、徳長・長

江分団詰所新築工事

完了

　斎田分団・南浜分団の再編、池高分団と松村

分団の再編について、諸課題等の協議を進め

る。

　また、詰所耐震化計画に基づき、折野分団詰

所の新築工事、吉永・中江分団詰所の新築工

事、備前島分団詰所の耐震改修工事、三俣・板

東南分団詰所の新築設計を実施する。

③ ２５　消防団のあり方について

　組織・機構に関する調査を通じて、事務執行

の効率化等に向けた各所属の課題等を把握し、

今後の事務事業の見直しに向けて検討を進め

た。

事務事業の見直し等

に係る調査の実施

　引き続き、組織・機構に関する調査を通し

て、現状の事務事業の改善点を洗い出し、事務

執行の効率化や市民サービスの向上等の観点か

ら事務事業の見直しを行う。

　また、事務事業の抜本的な見直しに向けた、

横断的な組織の設置や見直しの手法について、

財政課と連携しながら検討を進めていく。

① ２３　事務事業の抜本的な見直し

　島田渡船について、現在の渡船の利用状況、

利用者の目的、他の交通の運航状況の調査を

行った。

利用状況等の調査

　引き続き、利用状況等の調査を行い、他の代

替え輸送への切り替えについて、関係各課と調

整し協議を行う。

②

２４　渡船運航管理事業のあり方

　　　について

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（１）事務事業の見直し

担当 戦略企画課・関係各課

（２）アウトソーシングの推進等による効率化

担当 人事課・契約検査室

担当 財政課・関係各課

　各所属において予算編成時等に委託業務の内

容の精査に努めたほか、退職者の一部不補充の

なか、安全で安心な学校給食を安定的かつ継続

的に運営していくため、学校給食業務の一部を

民間委託した。

　また、長期継続契約については、機器等の借

入れや保守、ソフトウェア及び設備の保守・運

用又は管理業務、庁舎管理の業務委託などで契

約されており、契約案件数は昨年度とほぼ同数

であった。

学校給食の調理・配

送等の民間委託

長期継続契約案件数

5８件（対前年1件

減）

　事務事業全般において、行政サービスの向上

や、経費削減効果が見込まれる事業の外部委託

の推進を図る。

　また、委託業務に係る統一的な委託水準の設

定や、長期継続契約の推進が必要となる事業

は、発注担当課と協議し、最も合理的な実施方

法を検討する。

①

２７　外部委託の推進と業務委託の

　　　見直し等

　指定管理者制度運用ガイドラインなどに基づ

く適正な指定管理者制度の運用に努めるととも

に、適正な指定管理者制度の運用に資するた

め、指定管理者制度モニタリング結果を市公式

ウェブサイトに公表した。

　また、制度を導入している８施設について、

令和２年３月末で指定管理期間が終了すること

から、令和２年４月からの指定管理者を選定し

た。

モニタリング結果の

公表

令和2年度からの指定

管理者の選定

　引き続き、鳴門市公の施設における指定管理

者の指定の手続等に関する条例・同施行規則等

や鳴門市指定管理者制度運用ガイドライン、指

定管理者制度モニタリングガイドラインに基づ

き、適正な指定管理者制度の運用に努めるとと

もに、モニタリング結果の公表を行う。

②

２８　指定管理者制度の活用と

　　　適正な施設管理の確保

　計　画　内　容

　広域連携事業である「ASAサイクリングツー

リズム事業」及び「四国のゲートウェイ化推進

事業」について、地方創生推進交付金を活用

し、関連団体と連携しつつ推進を行った。

　また、鳴門パートナーシップＤＶ対策会議に

おいて、関係団体、藍住町、阿南市、庁内関係

各課で情報共有、事例検討等による協力体制の

強化に努めた。

地方創生推進交付金

を活用した広域連携

事業の推進

鳴門パートナーシッ

プＤＶ対策会議によ

る協力体制の強化

　広域行政や共同処理について、調査研究を行

うとともに、広域連携事業である「ＡＳＡサイ

クリングツーリズム事業」及び「四国のゲート

ウェイ化推進事業」について、関連団体と連携

しつつ推進する。

　また、他の自治体や関係機関との広域的な連

携・協力を図ることを目的に、引き続き調査・

研究等を行っていく。

④ ２６　広域行政や共同処理の調査・研究

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

担当 クリーンセンター廃棄物対策課

担当 クリーンセンター管理課

担当 土木課

　側溝清掃について業務委託するとともに、市

民の要望に対応できるよう、側溝清掃業務に従

事していた職員を道路維持業務に集約し、舗装

の小修繕や除草等を迅速に対応した。

側溝清掃業務の民間

委託

　側溝清掃を業務委託するとともに、市民の要

望に対応できるよう、技能職員の人員配置を見

直し、道路維持担当に人員を集約し体制を整

え、舗装の小修繕や除草等を滞りなく行う。

⑤

３１　側溝清掃・道路維持補修業務

　　　のあり方について

　収集ごみ量の比較的少ない地区で、2名乗車

による収集を試行した。

　ごみ減量に向けては、雑がみ回収用の紙袋を

作成し資源ごみ回収団体へ配布し、雑がみ回収

の促進、啓発を行った。イベント等でのごみ減

量についての啓発も行った。

　ごみ処理体制の効率化については、収集、分

別の各担当間で人員を融通しあう体制作りに取

り組んだ。

収集・分別の各担当

間で人員を融通しあ

う体制の構築

　引き続き一部地区での2名乗車収集を続け、

効率的な収集に向けての検証を行っていく。

　また、自治会など地域団体の会合等において

生ごみの水切りや雑がみ回収についての啓発を

行うとともに、資源ごみ回収について、地域の

実情に応じた改善策を検討し、ごみ減量につな

げていく。

　将来的な民間委託の導入についても、中長期

的な業務体制のあり方について引き続き検討し

ていく。

③

２９　ごみ処理体制の効率化と

　　　民間委託の検討

　火葬場への民間活力導入の方法等について検

討するための調査を行った。

徳島県内の各火葬場

に、運営状況や民間

委託の有無・契約内

容等を聞き取り、比

較検討のための一覧

を作成

　引き続き火葬場への民間活力導入の方法や時

期、委託に係る費用等について検討するため、

火葬場関係者への聞き取りを実施する。

④ ３０　火葬場運営への民間活力導入

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（3）公共施設の見直し

担当 総務課・土木課・関係各課

担当 市民課

担当 まちづくり課

　板東連絡所の利用状況を把握しながら板東連

絡所の今後の方向性について関係課や関係機関

と協議した。

板東連絡所の今後の

方向性について協議

の実施

　板東連絡所の今後の方向性について、利用状

況を把握しながら関係課や関係機関と協議・検

討を行っていく。

② ３３　連絡所のあり方について

　桑島第二団地B棟外部改修工事及び矢倉団地

A棟共有階段手摺取付工事を実施し、長寿命化

と利便性向上に努めた。

　また、用途廃止住宅入居者に対して、住替え

支援として10万円の支援金交付を周知し、結

果として1件の住替えを行った。

住替え支援事業の活

用による、１世帯の

住替え

　明神第２団地A棟の外部改修工事や維持管理

団地へ計画的に共有階段手すり設置工事等、市

営住宅の適正管理に努めるとともに、公共施設

等総合管理計画個別施設計画となる現行の長寿

命化計画の見直しを行う。

　また、用途廃止住宅入居者に対して、住替え

支援事業を活用し、耐震が確保された維持管理

団地等への住替えを働きかけていく。入居者が

退去した住宅の取り壊しを計画的に進め、売却

可能な跡地については売却に向けた手続きを進

めていく。

③ ３４　市営住宅のあり方について

　計　画　内　容

　個別施設計画の策定に係る職員説明会を開催

するとともに、各公共施設の現状把握に向けた

点検を実施した。

　また、橋梁の修繕工事及び橋梁定期点検を実

施するとともに、計画未策定橋梁の一部につい

て、橋梁長寿命化修繕計画の新規策定を行っ

た。

各公共施設の現状把

握に向けた点検の実

施

　点検結果を踏まえた将来費用の算定、各施設

の管理方針を検討し、個別施設計画のとりまと

めを行うとともに、今後のメンテナンスサイク

ルの確立と徹底に向けた職員意識の高揚を図

る。

　また、引き続き、橋梁修繕工事及び橋梁定期

点検を実施するとともに、残りの計画未策定橋

梁の長寿命化修繕計画の新規策定を行い、計画

策定を完了させる。

①

３２　公共施設等総合管理計画の

　　　策定と推進

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

（３）公共施設の見直し

担当 人権推進課

（４）教育・保育環境の充実

担当 幼保連携推進室・学校教育課

担当 学校教育課

　第二期鳴門の学校づくり計画に基づき、鳴門

東小において学校再編に関する意見交換会を実

施した。

　瀬戸中学校区では、県の「徳島モデル推進事

業」に沿った幼小中一貫教育の充実を図るとと

もに、スクールワイドＰＢＳを用いた生活・学

習規律の確立を目指した取組や、校種間交流、

協同授業などの深化により、自己有用感の確立

や校種間の段差軽減などに成果が見られた。

鳴門東小において学

校再編に関する意見

交換会の実施

瀬戸中学校区での幼

小中一貫教育の充実

を図った

　第二期鳴門の学校づくり計画に基づき、学校

再編を推進する。

　鳴門東小学校において、学校再編に向けた意

見交換会を実施するとともに、瀬戸中学校区で

は幼小中一貫学びプランに沿った教育活動によ

り一貫教育を推進していく。

　また、今後についても持続可能な幼小中の交

流活動や協同授業のあり方についての検討を進

める。

②

３７　鳴門の学校づくり計画の推進

　　　について

　耐震化された人権福祉センターのさらなる有

効な利活用に向け、同センター周辺の公共施設

の機能集約について、先進地事例の聞き取り調

査等により、調査研究を進めた。

　また、隣保館デイサービス事業について、川

崎会館とあわせた２隣保館で実施し、高齢者の

自立促進や生きがいとなるようサービスの提供

を行うとともに、専門相談員派遣事業について

は、新たに３事業（年金・将来設計相談、人

権・生活相談、高齢者食事相談）の新規事業を

行った。

先進地事例の聞き取

り調査等により、情

報収集に努めた

　平成29年度の鳴門市隣保館運営審議会の答

申を踏まえ、答申を反映した隣保館の管理・運

営を進めていく。

　また、耐震化された人権福祉センターのさら

なる利用・活性化に向けた調査研究を引き続き

行っていく。

④ ３５　隣保館のあり方について

　就学前教育・保育のあり方について庁内検討会議を通

じて市長部局と教育委員会が連携を図るとともに、鳴門

市就学前教育・保育のあり方に関する審議会を5回開催

し、令和元年12月に鳴門市就学前教育・保育のあり方に

関する基本方針を策定した。

　また、平成31年4月鳴門市公立保育所再編計画策定審

議会の答申を受け、鳴門市公立保育所再編計画を策定

し、取り組みを推進するとともに、鳴門市就学前教育・

保育のあり方に関する基本方針を受け、公立幼稚園のあ

り方についての方針を検討する「鳴門市教育振興計画審

議会」を設置し、公立幼稚園のあり方についての方針の

検討を進めた。

鳴門市就学前教育・

保育のあり方に関す

る基本方針の策定

鳴門市公立保育所再

編計画の策定

鳴門市教育振興計画

審議会の設置

　就学前教育・保育のあり方について、鳴門市就学前教

育・保育のあり方に関する基本方針に基づき、取り組み

を推進する。

　第２期鳴門市子ども・子育て支援事業計画の進捗管理

を行い、確実な事業の実施を図り、公立保育所について

は、鳴門市公立保育所再編計画に基づき、取り組みを推

進するとともに、令和元年度に作成した「鳴門市公立幼

稚園のあり方について【中間報告】」について、各幼稚

園ごとに説明会を開催し、保護者・地域からの意見を基

に審議会での審議を進め、「鳴門市公立幼稚園のあり方

について（素案）」を作成する。また、パブリックコメ

ントにより市民の意見をいただき、公立幼稚園の再編に

ついての計画を策定し具体的な取組を推進する。

①

３６　就学前教育・保育のあり方

　　　について

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（４）教育・保育環境の充実

担当 教育総務課

　計　画　内　容

　両給食センターの運営のあり方について、「鳴門

市学校給食の運営のあり方検討委員会」を開催し

（計４回）、将来に渡り、より安全で安心な学校給

食を安定的かつ継続的に運営していくため、『鳴門

市学校給食の運営のあり方』を取りまとめ、令和２

年度から両給食センターを統合の上、調理・配送等

の一部業務を民間委託するにあたり、プロポーザル

方式により受託業者の選定を行った。

　また、安全、安心な学校給食の提供及び事故発生

時の迅速な対応を図るため、アレルギー対応等に係

るマニュアルの改訂を行った。

両給食センターを統

合の上、調理・配送

等の一部業務を民間

委託

③ ３８　学校給食の運営のあり方について

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



５　行政運営機能の強化

事項№ 成　果　等

（１）施策・業務遂行能力の向上

担当 戦略企画課・秘書広報課

担当 情報化推進室・総務課・人事課・関係各課

（２）行政経営の透明性の向上

担当 財政課

　平成３０年度決算数値を用いた、統一的な基

準による財務書類について作成し、市公式ウェ

ブサイト等で公表を行った。

平成３０年度決算数

値を用いた統一的な

基準による財務書類

の作成・公表

　令和元年度決算数値を用いた、統一的な基準

による財務書類を作成し、市公式ウェブサイト

で公表するとともに、予算編成や今後の財政運

営への活用について調査・検討を行う。

①

４１　統一的な基準による地方公会計

　　　制度への対応

　令和元年度も原則月２回部長会議を開催し、

部局間の情報共有や全庁的な政策課題について

の報告及び議論を行うとともに、「図書館」や

「UZU HALL」の完成の際には、部長会議の

会場として利用し、施設見学を兼ねることで、

効率的に情報共有を図った。

　また、重要施策の情報共有を目的に、拡大部

長会議を開催し、鳴門市まちづくりアドバイ

ザーである佐藤唯行氏に「フェーズフリー」に

ついてご講演いただいた。

拡大部長会議の開催

　引き続き部長会議において、各部局との情報

共有を積極的に行うとともに、「重要施策等に

係る勉強会・研修会」や「各部の課題の討議」

等を行うことにより全庁的な政策課題に対応す

る。

　また、必要に応じて政策会議を開催し、地方

創生関連事業や重要課題について迅速な意思決

定を図る。

① ３９　マネジメント機能の強化

　基幹業務システムについては、計画通りの更

新作業を実施し、令和２年１月から新システム

での運用を開始した。

　「情報化投資事前協議書」等による情報化投

資の一元管理体制の徹底を図り、全庁的な視点

による効果的な情報化投資の推進に努めた。

　また、文書管理システムの導入に向けた検討

やマイナンバー利用により、共済組合や諸手当

の提出書類の簡素化できる事務などについて、

適宜情報収集を行った。

新基幹業務システム

の運用開始

　これまで紙資料が中心であった各種会議や庁内協

議等において、ペーパーレス会議システムを導入す

ることによる、事務改善や効率化を図る。

　情報化投資の一元管理体制の徹底を図るなど、

ICTを事務改善・効率化のツールとして有効活用で

きるよう、全庁的な視点による効果的な情報化投資

の推進に努める。

　また、現在利用が認められている税・社会保障・

災害分野におけるマイナンバーの独自利用及び情報

連携の実施により事務の効率化が図られる業務やテ

レワークの推進に向けた取組みについての検討を行

う。

②

４０　情報化を活用した業務効率化

　　　の推進

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（２）行政経営の透明性の向上

担当 戦略企画課

　計　画　内　容

　総合計画実施計画に掲載されている146事業に

ついて、自治基本条例に定める行政評価を実施し

た。

　評価シートを用いて、事業ごとに設定した成果指

標に対する実績を基に、総合評価としてＡＢＣＤ評

価に分類し、行政評価の結果を調製した。

　評価に当たっては、まず担当課での内部評価を実

施し、庁内検討会を経て、外部の委員で構成される

総合計画審議会での意見をいただいた後、市議会へ

の報告、市公式Ｗebサイト上への公表を行った。

総合評価結果として

Ａ評価56事業、

Ｂ評価87事業、

Ｃ評価3事業、

Ｄ評価0事業、

とし、事業ごとに今

後の方向性について

の評価を行うこと

で、翌年度の予算編

成への反映に繋げ

た。

　継続して自治基本条例に定める行政評価を実

施する。

　行政評価の実施に当たっては総合計画実施計

画掲載の全事業を対象としており、総合計画実

施計画の実績と同時に取りまとめることによ

り、より効率的に実施できることから、評価

シートの様式変更等を検討し、事務負担の軽減

を図りつつ、かつ効果的な評価方法の検討を行

う。

② ４２　行政評価の充実

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



６　定員管理・給与等の適正化と職員の能力向上

事項№ 成　果　等

（１）定員管理の適正化と人事制度の改善

担当 人事課

担当 人事課

担当 人事課

　第３次鳴門市『人財』育成基本方針に基づい

た研修計画を策定し、市独自の研修を行うとと

もに、県自治研修センターが実施する研修を活

用した。

　昨年度に引き続き、目標管理を含む人事評価

制度について、管理職等を対象に研修を行っ

た。

　また、専門的な知識や能力の向上を図るた

め、アカデミー、四国地方整備局研修所及び全

国建設研修センター等の外部研修機関が実施す

る研修に積極的に職員を派遣した。

県自治研修センター

の活用や市町村アカ

デミーなどへ職員を

派遣

　引き続き、第３次鳴門市「人財」育成基本方

針に基づき、状況に応じた取り組みを継続す

る。

　昨年度に引き続き、管理職等を対象に人事評

価制度について研修を実施する。

　また、全職員を対象とする公務員倫理研修等

を実施するほか、今年度は新たにメンタルヘル

スケア研修や文書事務及び文書管理の研修を実

施するなど、職員として必要な資質の向上を図

る。

③

４５　人を育てる人事制度の推進と

　　　職員の能力向上

　計画的な職員数の削減を図り、令和2年4月1日現在の

全職員数は５６６人（常勤再任用職員１人含む）となっ

た。

　前年の全職員数５７４人（常勤再任用職員１人含む）

から８人の削減となり、令和2年4月1日時点での目標値

５７１人を５人上回り、令和3年4月1日の目標値５６７

人を1年前倒しで達成することとなった。

○令和2年4月1日現在職員数　※政策監を除く

　全　　体　５６６人（対前年比８人減）

　普通会計　４９６人（対前年比９人減）

　公営企業　　７０人（対前年比１人増）

対前年比８人の削減

財政効果額

169,613千円

（普通会計ベースで

の職員数削減分の効

果額）

　退職者の職種を踏まえ、今後の業務に支障の

ないよう配慮しながら、現在の業務量や職種ご

との職員数の把握に努める。

　また、スーパー改革プラン２０２０の計画期

間の最終年度であるため、退職者の一部不補充

や業務の委託による職員数の適正化、また、会

計年度任用職員や再任用職員を含めた職員の適

正配置について改めて検討を行う。

① ４３　職員数の削減

　各所属へのヒアリング等を通じて業務量と配

置数を把握し、会計年度任用職員及び再任用職

員の適正な配置に努めた。

○令和2年5月1日現在会計年度任用職員等

（普通会計）

　再任用職員　１５人（対前年比　３人減）

　会計年度任用職員　２２２人（対前年比５２人減）

対前年比５５人の減

財政効果額

▲82,080千円

（普通会計ベースで

の雇用実績と収支見

通し算入額との差

額）

　会計年度任用職員の運用開始初年度であり、

各所属へのヒアリング等を通じて業務量等を把

握し、業務運営を維持するための総数管理や適

正配置に努める。

　また、スーパー改革プラン２０２０の計画期

間の最終年度であるため、正規職員を含め、会

計年度任用職員、再任用職員の今後の配置のあ

り方について改めて検討を行う。

②

４４　臨時・嘱託・再任用職員等の活用

　　　と総数の抑制

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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事項№ 成　果　等

（１）定員管理の適正化と人事制度の改善

担当 人事課

（２）給与制度等の適正化

担当 人事課

担当 人事課

　職員の勤務状況を把握し、公正な人事管理を

行うため、管理職等を対象に目標管理を含む人

事評価制度について研修を実施した。

管理職等を対象に目

標管理を含む人事評

価制度についての研

修を実施

　職員の勤務状況を把握し、公正な人事管理を

行うため、管理職等を対象に人事評価制度に係

る研修を実施する。

　また、人事評価制度について適宜見直しを行

うとともに、職員の勤務実績を給与に反映する

ための具体的な方策について検討を進める。

① ４７　勤務実績の給与への反映

　働き方改革関連法の施行を受け、時間外勤務

時間の縮減等に対する職員の意識向上を高める

ため、改めて年次有給休暇の取得促進や勤務時

間の割り振り変更、ノー残業デーの徹底などの

周知に努めた。

　また、１か月１００時間以上又は２～６か月

平均で８０時間超える時間外勤務を命じた場合

には、当該職員に対して医師による面接指導を

受けるよう個別に通知を行った。

財政効果額

2,477千円

（普通会計ベースで

の収支見通し算入額

との差額）

　時間外勤務の縮減に向けた定期的な意識啓発

やノー残業デーの徹底等について継続して実施

するとともに、時間外勤務の命令権者である各

所属長に対しても、時間外勤務縮減についての

意識改革や特定職員の業務負荷集中の回避、時

間外勤務の適正管理等について周知する。

　また、指導や業務の見直しについての検討材

料として各部長へ所属職員の時間外実績につい

て報告する。

　先進地の事例等を参考に、より実効性のある

取り組みについて調査・検討を行う。

② ４８　時間外勤務の縮減

　計　画　内　容

　職員数の削減に対応しつつ、行政サービスの

維持・向上を図るため、現在の組織・機構にお

ける課題等の把握に努めた。

　また、少子化の影響により学校給食の提供食

数が減少したことから、鳴門市学校給食セン

ターと大麻学校給食センターを統合し、簡素で

機能的な組織体制の構築に努めた。

７部１企業局４２課

　職員数の削減に応じた組織のスリム化を念頭

に置き、引き続き簡素で機能的な組織・機構の

構築を目指すとともに、市民にわかりやすい組

織づくりを推進する。

　市が直面する新たな行政課題に対し、実効性

のある組織体制再編について検討を行う。現組

織・機構における課題等を整理し、再編案を検

討するとともに、職員数の削減に対応するため

の職制のあり方について調査・検討を進める。

④ ４６　簡素で機能的な組織・機構づくり

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

（２）給与制度等の適正化

担当 人事課・関係各課

　他市の状況等を踏まえ、日額化等を含めた報

酬のあり方について検討を行った。

報酬のあり方につい

て調査・研究

　継続的に各種行政委員の業務内容や業務量、

他市の状況等を把握し、日額化等を含めた報酬

のあり方について検討を行うなど、適正化に向

けた取組を進める。

③ ４９　行政委員報酬の適正化について

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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７　市民協働の推進と市民とともに歩む市政の実現

事項№ 成　果　等

（１）市民協働の推進と新しい公共の創出

担当 市民協働推進課・関係各課

担当 市民協働推進課・関係各課

（２）市民サービスの充実

担当 秘書広報課

　地区自治振興会や市民活動団体との協働で、市民

協働意識の醸成やコミュニュティ活動の新たな担い

手となる人材の育成や発掘に努めた。

　また、市公式ウェブサイト内｢地域デビュー支援

ページ」については、情報の随時更新を行い周知し

たほか、町内会加入促進パンフレットを市民課窓口

や宅建協会を通じて転入者等に配布し、市民の方か

らの町内会への加入取次ぎを行った。

町内会加入促進パン

フレットの配布・町

内会への加入取次ぎ

を実施

　引き続き、まちづくり・飛び込み型出前市長室を

開催し、市民協働意識の醸成やコミュニティ活動の

新たな担い手となる人材の育成・発掘に努める。

　また、「地域デビュー支援窓口」を継続し、強化

に努めるとともに、市公式ウェブサイト内の「地域

デビュー支援ページ」を、随時更新し情報提供に努

める。町内会未加入の方に「町内会加入促進チラ

シ」を配付し、町内会への加入促進や地域活動への

参加の促進を図る。

② ５１　協働の担い手の育成・支援

　ソーシャル・ネットワーキング・サービス

（SNS）が急速に普及するなどの環境の変化に

的確に対応した戦略的な広報活動を推進するた

め、「鳴門市広報戦略プラン」及び「鳴門市パ

ブリシティマニュアル」を改訂した。

　広聴活動については、市民の声をより市政に

反映できるよう、市長への手紙、鳴門市へのひ

とことメールなどと同様に市民の意見や市民

ニーズを把握した。

「鳴門市広報戦略プ

ラン」及び「鳴門市

パブリシティマニュ

アル」の改訂

　改定した「鳴門市広報戦略プラン」及び「鳴門市パブ

リシティマニュアル」に基づき、効果的かつ分かりやす

い情報発信に努め、広報・広聴活動のさらなる充実を図

る。

　また、広報活動については女性に手に取ってもらいや

すい広報紙となるよう女性目線を取り入れ、子育て世代

の女性や働く女性等に親しみやすい紙面づくりを行うほ

か、新たな情報発信手段として、「市公式ツイッター」

を活用し、市民に向けたメッセージ動画を配信する。

　広聴活動については、市民の声をより市政に反映でき

るよう市長への手紙、鳴門市への一言メールなど市民の

意見やニーズを把握する機会の拡充に努める。

① ５２　広報広聴活動のさらなる充実

　計　画　内　容

　「WeLoveなるとまちづくり活動応援補助金」におい

て、地域内の各団体と交流や連携を通じ、地域活性化に

つなげようという行政提案型テーマを設定し、実施団体

と地域の団体が連携して事業に取り組むことで、市民活

動のさらなる広がりと地域活動を支える新しい人材を発

掘し、自治会への加入率の向上や後継者不足といった地

域課題の解決を図った。

　観光ボランティアガイド養成講座の開催や文化ボラン

ティア活動のサポート、不法投棄監視パトロール連絡協

議会の支援、地域の公園の維持管理、自主防災組織の活

動活性化など様々な面において、市民との協働の取り組

みや支援を行った。

　また、市民や事業所と協働して、県道徳島北灘線の不

法投棄物一斉撤去作業を実施した。

「WeLoveなるとま

ちづくり活動応援補

助金」の活用によ

る、自治会への加入

率の向上や後継者不

足といった地域課題

の解決

　「WeLoveなるとまちづくり活動応援補助金」におい

て、地域内の各団体と交流や連携を通じ、「ＳＤＧｓの

普及促進につながる事業」「フェーズフリーに関する事

業」という社会的課題の解決に向けた２つのテーマを設

定し、実施団体と地域の団体が連携して事業に取り組む

ことで、市民活動のさらなる広がりと地域社会活動を支

える新しい人材を発掘し、自治会への加入率の向上や後

継者不足といった地域課題の解決へつなげていく。

　また、引き続き観光ボランティアガイド会員の確保や

文化ボランティア活動のサポート、不法投棄監視パト

ロール連絡協議会の支援、地域の公園の維持管理、自主

防災組織の活動活性化など様々な面において、市民との

協働の取り組みや支援を行う。

①

５０　市民との協働事業やボランティア

　　　活動の推進

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容



事項№ 成　果　等

（２）市民サービスの充実

担当 情報化推進室

担当 人事課・市民課・関係各課

　トップページ上段のスライドメニューやイベント

カレンダー等を有効活用するとともに、新型コロナ

ウイルス関連の情報については、重要なお知らせと

してお伝えするなど、それぞれの担当各課との情報

共有を図りながら、適宜適切な情報発信に努めた。

　また、シティプロモーションサイトについても、

担当各課と連携しながら、充実化を図った。特に、

特設サイトにおいて公開しているプロモーションＣ

Ｍ動画「Beyond Naruto」については、全国的な

賞を受賞するなど、本市の魅力発信に繋がった。

プロモーションＣＭ

動画「Beyond

Naruto」の全国的な

賞の受賞

　閲覧者への配慮を最重要視し、分かりやすい

カテゴリ分類やサイトの構造化、ＣＭＳ機能を

活用したアクセシビリティ機能などを一層充実

させるとともに、イラストや配色にも配慮し

た、親しみやすいサイトを展開していく。

　また、それぞれのサイト担当各課との情報共

有を図りながら、適時適切な情報提供に努める

とともに、魅力あふれる鳴門を発信していくた

め、引き続き、シティプロモーションサイトの

さらなる充実化を図る。

② ５３　市公式ウェブサイトの充実

　新規採用職員を含め、全職員を対象に接遇研

修を実施し、職員の接遇応対能力の向上を図る

とともに、全職員を対象とした「認知症サポー

ター養成講座」を実施し、窓口に限らず、あら

ゆる場面での接遇対応への意識向上を図った。

　また、繁忙期の市民課窓口業務が円滑に行え

るように、フロアマネージャーが中心となって

対応した。

接遇研修を実施によ

る、職員の接遇応対

能力の向上

全職員を対象とした

「認知症サポーター

養成講座」の実施

　引き続き、窓口サービスの向上を図るため、

全職員を対象とした接遇研修を実施し、あらゆ

る場面での接遇応対能力の向上を目指す。

　また、職員に対してメンタルヘルス研修を実

施し、職員自身のメンタルヘルスケアの正しい

知識を身につけ、業務効率を高めることで、市

民への窓口サービスの向上につなげる。

　また、市民課での窓口業務の各種手続きにお

いて、業務のマニュアルにより職員等が統一し

た適切な案内ができるように、研修等を実施す

る。

③ ５４　窓口サービスの充実

方策№

取り組み事項名

令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

実　績　内　容 　計　画　内　容
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